
Ⅰ 法人の概要 
 
１ 設置学校及び所在地 

(1) 設置学校 

① 明治大学 

法学部    法律学科・法律学科（二部） 

     商学部    商学科・商学科（二部）・産業経営学科（一部・二部） 

     政治経済学部 政治学科・政治学科（二部）・経済学科・経済学科（二部）・ 

地域行政学科 

     文学部    文学科・文学科（二部）・史学地理学科・史学地理学科（二部）・ 

心理社会学科 

     理工学部   電気電子生命学科・電気電子工学科・電子通信工学科・機械工学科・機

械情報工学科・建築学科・応用化学科・情報科学科・数学科・物理学科 

     農学部    農学科・食料環境政策学科・農芸化学科・生命科学科 

     経営学部   経営学科・会計学科・公共経営学科 

     情報コミュニケーション学部 情報コミュニケーション学科 

     国際日本学部 国際日本学科 

     大学院 法学研究科，商学研究科，政治経済学研究科，経営学研究科，文学研究科，理

工学研究科，農学研究科，情報コミュニケーション研究科，教養デザイン研究

科 

     法科大学院 法務研究科 

専門職大学院 ガバナンス研究科，グローバル・ビジネス研究科，会計専門職研究科 

② 明治大学付属明治高等学校（全日制課程）普通科 

③ 明治大学付属明治中学校 

 

※ 商学部産業経営学科（一部・二部）は 2001 年４月から学生募集停止，法学部・商学部・

政治経済学部・文学部の二部は 2004 年４月から学生募集停止，農学部食料環境政策学科は

2008 年４月から農業経済学科より名称変更。 

 

(2) 所在地 

① 駿河台キャンパス   〒101-8301 東京都千代田区神田駿河台 1-1 

法学部，商学部，政治経済学部，文学部，経営学部，情報コミュニケーション学部の

３・４年 

法学部，商学部，政治経済学部，文学部の二部 

大学院 法学研究科，商学研究科，政治経済学研究科，経営学研究科，文学研究科，

情報コミュニケーション研究科 

法科大学院 法務研究科 

専門職大学院 ガバナンス研究科，グローバル・ビジネス研究科，会計専門職研究科 

② 和泉キャンパス    〒168-8555 東京都杉並区永福 1-9-1 
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法学部，商学部，政治経済学部，文学部，経営学部，情報コミュニケーション学部，

の１・２年 

国際日本学部 

大学院 教養デザイン研究科 

③ 生田キャンパス    〒214-8571 神奈川県川崎市多摩区東三田 1-1-1 

理工学部，農学部 

大学院 理工学研究科，農学研究科 

④ 明治高等学校及び明治中学校   〒182-0033 東京都調布市富士見町 4-23-25 

 

２ 沿革 

 

明治 

1881 年 １月  明治法律学校開校（有楽町３丁目１番地 数寄屋橋内旧島原藩邸内） 

1888 年 ７月 校長・教頭の制を置く 初代校長に岸本辰雄，教頭に宮城浩蔵が就任 

８月 特別認可学校規則により法律学部・政治学部の２学部が認可される。 

1903 年 ８月 明治法律学校を「明治大学」と改称（専門学校令） 

1904 年 ５月 学則改正により法学部・政学部・文学部・商学部設置，各学部に本科･専門部設置 

1905 年 ７月 大学組織を財団法人に改める。 

1912 年 １月 附属明治中学校設立認可（４月開校） 

 

大正 

1920 年 ４月 大学令による明治大学設立認可 

1921 年 ４月 専門部二部法科を設置 

1923 年 ４月 専門部二部経済科を設置 

1925 年 ７月 政治経済学部認可 

 

昭和 

1928 年 ４月 女子法科設置認可（翌年女子部として開校） 

1929 年 ４月 専門部二部商科を設置 

1932 年 ４月 専門部文科を設置 

1939 年 ９月 専門部興亜科を設置，経営・貿易・農政・厚生の４科を置く。 

1941 年 ３月 附属明治第二中学校設立認可 

1944 年 ３月 女子部を改め，明治女子専門学校設置 

４月 東京明治工業専門学校設置 

1946 年 ６月 明治農業専門学校設置 

1947 年 ４月 新学制による明治中学校設置 

1948 年 ３月 新学制による明治高等学校設置認可 

1949 年 ２月 新制明治大学設置認可，法学部・商学部・政治経済学部・文学部・工学部・農学部

を置く。 

３月 法学部・商学部・政治経済学部・文学部に二部を置く。 
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1950 年 ３月 工学部に二部を置く。 

４月 短期大学設置 

1952 年 ４月 大学院設置（修士課程法学研究科・商学研究科・政治経済学研究科・文学 

研究科・工学研究科） 

1953 年 ４月 経営学部設置 

1954 年 ３月 大学院博士課程設置認可 

1959 年 ４月 大学院農学研究科・経営学研究科増設認可 

 

平成 

1989 年 ４月 理工学部設置（工学部学生募集停止） 

1993 年 ４月 大学院理工学研究科増設（工学研究科学生募集停止） 

1999 年 ４月 リバティ・アカデミー設立 

2000 年 ４月 農学部生命科学科設置，司書教諭課程・司書課程開設 

    10 月 知的資産センター設立 

2001 年 ４月 商学部１学科制に移行（産業経営学科学生募集停止） 

2002 年 ４月 政治経済学部地域行政学科，文学部心理社会学科，経営学部会計学科・公共経営学

科設置 

2003 年 ７月 社会連携促進知財本部設立 

2004 年 ４月 情報コミュニケーション学部設置,法科大学院法務研究科（専門職学位課程），大学

院ガバナンス研究科（修士課程）・グローバル・ビジネス研究科（専門職学位課程）

設置 

法学部・商学部・政治経済学部・文学部の二部及び短期大学学生募集停止 

2005 年 ４月 大学院会計専門職研究科（専門職学位課程）設置 

2005 年 ５月  研究・知財戦略機構設置 

2006 年 ４月 理工学部工業化学科を応用化学科に名称変更，大学院理工学研究科工業化学専攻を

応用化学専攻に名称変更。 

2007 年 ４月 理工学部電気電子工学科と電子通信工学科を再編し，電気電子生命学科開設，大学

院ガバナンス研究科ガバナンス専攻（修士課程）の学生募集を停止し，新たに専門

職大学院（専門職学位課程）として開設，文学研究科臨床人間学専攻を修士課程か

ら，博士前期課程・同後期課程へ課程変更 

       情報基盤本部設置 

    11 月 明治大学短期大学の廃止 

2008 年 ４月 国際日本学部設置。農学部農業経済学科を農学部食料環境政策学科へ名称変更。 

       大学院情報コミュニケーション研究科情報コミュニケーション学専攻・教養デザイ

ン研究科教養デザイン専攻設置。 

       大学院理工学研究科新領域創造専攻増設。 

2009 年 10 月 国際連携機構設置 
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３ 大学組織（教育・研究組織）及び法人組織 

 

(1) 大学組織（教育・研究組織）【組織図は７頁のとおり】 

大学は学長によって代表され，副学長，教務部長，副教務部長，学生部長，副学生部長，学

長室専門員長及び学長室専門員等を置いています。大学の重要事項審議決定機関として連合教

授会があります。また，学長の下に学部長会を常設し，大学運営に関わる必要事項の審議や各

機関の連絡及び調整を行っています。 

 

① 学部 

各学部には学部長を置き，学科長，教務主任などの役職者を置いています。また，教授会

を組織しています。 

② 大学院 

大学院には大学院長を置いています。各研究科には研究科委員長及び専攻主任などの役職

者を置き，研究科委員会を組織しています。また，各研究科に共通する事項は大学院委員会

で審議します。 

法科大学院には法科大学院長を置いています。法科大学院長の下に常置委員会を置き，法

科大学院教授会を組織しています。法科大学院に関する事項は教授会で審議します。 

専門職大学院（ガバナンス研究科，グローバル・ビジネス研究科及び会計専門職研究科）

には専門職大学院長を置き，共通する事項を専門職大学院委員会で審議します。また各研究

科に研究科長及び専攻主任などの役職者を置き，それぞれ研究科教授会を組織しています。 

③ 研究・知財戦略機構 

     研究・知財戦略機構は，本大学において世界的水準の研究を推進するため，重点領域を定めて

研究拠点の育成を図り，研究の国際化を推進するとともに，その成果を広く社会に還元すること

を目的として設置しています。 
     研究・知財戦略機構は，学長を機構長とし，研究を戦略的に推進し，研究環境の重点的な整備

を推進する研究企画推進本部と産官学連携活動を推進する社会連携促進知財本部から構成され

ています。また，研究・知財戦略機構の付属研究機関として社会及び自然に係る現象の数理的解

析を課題とする国際的研究拠点として，社会とのかかわりを重視した数理科学の普及・発展を図

ることを目的とする，先端数理科学インスティテュートを設置しています。 
     なお，研究企画推進本部には基盤研究部門として社会科学研究所，人文科学研究所及び科学技

術研究所，社会連携促進知財本部にはインキュベーションセンター及び知的資産センターが設置

されています。 
④ 国際連携機構 

     国際連携機構は，本大学における国際的な教育交流及び学術・研究交流を推進し，教育・研究

分野の高度化を図るとともに，教育・研究を通じ広く国際貢献を果たすことを目的として設置し

ています。 
     国際連携機構は，学長を機構長とし，国際戦略策定のための調査・企画及び外国の高等教育機

関等との連携を行い，国際的認知度を向上させることを目的とする国際連携本部，国際的な教育，

学生の留学及び外国人留学生の受入れに係る事項を行うことを目的とする国際教育センター，国

際的な教育交流を推進するため，外国人留学生の日本語教育の実施及び研究を行い，本大学の国
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際的な教育交流の発展に寄与することを目的とする日本語教育センターから構成されています。 
⑤ 附属機関 

ア 図書館は，駿河台，和泉，生田の各キャンパスに設置しています。 

イ 博物館は，資料等の収集，整理，保存及び展示を行い，教育・研究に資するための事業

を行うために設置し，商品・刑事・考古の三部門があります。また黒耀石原産地等に係る

地域文化財資料の調査，研究，公開等を行うとともに，本大学と長野県小県郡長和町との協定

に基づき，長和町との学術交流，社会連携事業等を推進することによって，本大学の教育・研

究及び地域振興・生涯学習事業の発展に寄与することを目的とし，博物館の分館として，黒耀

石研究センターを設置しています。 

ウ 心理臨床センターは，臨床心理学的諸問題にかかわる相談・援助活動及び調査・研究を

行い，社会貢献を図るとともに，実習機関として臨床心理士の養成を行うために設置して

います。 

エ 教育改革支援本部は，教育理念に基づく教育の質的向上を図るとともに，社会に有用な

人材を育成するための優れた教育改革への取組みに対する支援・推進を目的として設置し

ています。 

オ 教育・開発支援センターは，本大学の教育理念及び教育目標を実現するため，全学的な

教育支援体制に係る諸施策の立案及びその推進を図るとともに，組織的かつ継続的に教育

内容及び教育技法の改善を行うことによって，効果的な教育活動の実践を支援・促進し，

もって本大学の教育の発展に寄与することを目的として設置しています。 

カ 教育の情報化推進本部は，本大学の教育の質的向上を図ることを目的として，情報メデ

ィアの利用による教育の情報化を推進するため設置しています。 

キ 情報基盤本部は，本学のすべての構成員に対して基盤的情報サービスを提供するとともに，

次世代情報サービスに関する調査を行うことによって，全学的な情報環境の最適化を図り，も

って本学の経営及び教育・研究並びに社会の発展に寄与することを目的として設置しています。  

ク 入学センターは，入学試験の実施にかかわる業務を総合的に管掌し，入学試験制度の改

革・改善及び学生募集の企画・広報を行うとともに，入学前・入学後に係る学習支援のほ

か，学部等関係部署に係る入学試験業務の支援・調整等を行い，当該業務の効率化・一元

化を図ることを目的として設置しています。 
ケ 広報戦略本部は，教育・研究活動及びこれに付随する諸活動に関する情報等を広く学外に

発信するための広報戦略を策定するとともに，効果的な広報活動を全学的に推進することによ

って，本学に対する認知度の向上を図り，もって本学の経営及び教育・研究活動の発展に寄与

することを目的として設置しています。また本部会議において審議した事項及び任務を推進す

るため，広報センターを設置しています。 

コ リバティアカデミーは，教育・研究の成果を公開する継続的・体系的学習プログラムを，

本大学の学生及び卒業生並びに広く社会一般に提供し，生涯にわたる継続的な学習の支援

を行うとともに，資格取得等職業能力の再開発及び向上を図るための教育活動を行うこと

により，大学の開放及び生涯学習事業の推進に寄与することを目的として設置しています。 
サ 就職キャリア支援センターは，学生に対する就職支援及びキャリア形成支援を推進する

ことにより，学生の職業観及び職業に関する知識・技能を涵養し，及び主体的に進路を選

択できる能力の育成を図り，もって社会に有用な人材を輩出することを目的として設置し
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ています。 
シ ボランティアセンターは，学生に対するボランティア活動の支援を全学的に推進するこ

とにより，学生の社会性及び自主性を涵養し，もって社会に有用な人材を育成することを

目的として設置しています。 

ス 国家試験指導センターは，司法試験，公認会計士試験及び公務員試験に係る受験指導等

の教育活動を展開することにより，資格取得及び職業能力の向上を志す学生及び卒業生の

学習活動を支援し，もって社会に有用な人材を育成することを目的として設置しています。 
セ 大学史資料センターは，本法人の歴史に関する調査，研究並びに校史に係る資料の収集，

保存及び公開を行い，本大学の発展に資するために設置しています。 

⑥ 高等学校・中学校 

高等学校，中学校には校長を置き，副校長，教頭，各主任などの役職者を置いています。

また，職員会議を組織しています。 
 

(2) 法人組織【組織図は８頁のとおり】 

学校法人明治大学（以下「法人」）は，教育基本法及び学校教育法に従い，建学の精神に基

づき，学校を設置し教育・研究を行うことを目的に設置された法人であり，現在，明治大学，

明治大学付属明治高等学校，明治大学付属明治中学校の３校を設置しています。 

法人組織における役員及び諸機関と役割はおよそ次のとおりです。また，法人及び教育・研

究組織を含めた事務組織を整備しています。 

 

① 評議員会 

法人の最高の意思決定機関です。予算や決算，重要な資産の処分，寄附行為の変更等の重

要事項はすべて評議員会の議決を経ることになっています。構成は，各学部長・大学院長・

高中校長の 11 人，教職員から 15 人，校友から 25 人及び学識経験者から 20 人の計 71 人と

なっています。 

② 理事会 

本学の教育・研究の充実及び向上を目的とする有効適切な経営管理を行うため，その基本

的な施策，方針，計画等本法人の重要事項を審議し，決定する機関です。 

③ 理事長 

法人を代表し，法人業務を総理します（私立学校法第 37 条）。理事会，評議員会の招集者

です。 

④ 学長 

大学の代表者であり，大学教職員の統督者（学校教育法第 92 条）です。 

この他，法人の設置する学校の長として，付属高等学校長，付属中学校長を置いています。 
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大学組織図（教育・研究組織）（2010年3月31日現在）

法 学 部 法 律 学 科

商 学 部 商 学 科

政 治 学 科
政 治 経 済 学 部 経 済 学 科

地 域 行 政 学 科

文 学 科
文 学 部 史 学 地 理 学 科

心 理 社 会 学 科

電 気 電 子 生 命 学 科
機 械 工 学 科
機 械 情 報 工 学 科

理 工 学 部 建 築 学 科
応 用 化 学 科
情 報 科 学 科
数 学 科
物 理 学 科

農 学 科
食 料 環 境 政 策 学 科
農 芸 化 学 科
生 命 科 学 科

経 営 学 科
経 営 学 部 会 計 学 科

公 共 経 営 学 科

情報コミュニケーション学部 情報コミュニケーション学科

国 際 日 本 学 部 国 際 日 本 学 科

公 法 学 専 攻
民 事 法 学 専 攻

商 学 研 究 科 商 学 専 攻
政 治 学 専 攻
経 済 学 専 攻

経 営 学 研 究 科 経 営 学 専 攻
日 本 文 学 専 攻
英 文 学 専 攻
仏 文 学 専 攻
独 文 学 専 攻
演 劇 学 専 攻
史 学 専 攻
地 理 学 専 攻
臨 床 人 間 学 専 攻
電 気 工 学 専 攻
機 械 工 学 専 攻

理 工 学 研 究 科 建 築 学 専 攻
応 用 化 学 専 攻
基 礎 理 工 学 専 攻
新 領 域 創 造 専 攻
農 芸 化 学 専 攻
農 学 専 攻
農 業 経 済 学 専 攻
生 命 科 学 専 攻

情報コミュニケーション研究科 情報コミュニケーション学専攻
教 養 デ ザ イ ン 研 究 科 教 養 デ ザ イ ン 専 攻

法 科 大 学 院 法 務 研 究 科 法 務 専 攻

ガ バ ナ ン ス 研 究 科 ガ バ ナ ン ス 専 攻

専 門 職 大 学 院 グローバル・ビジネス研究科 グ ロ ー バ ル ・ ビ ジ ネ ス 専 攻

会 計 専 門 職 研 究 科 会 計 専 門 職 専 攻

先端数理科学インスティテュート
研 究 企 画 推 進 本 部 基 盤 研 究 部 門

社 会 科 学 研 究 所
研 究 ・ 知 財 戦 略 機 構 人 文 科 学 研 究 所

科 学 技 術 研 究 所
イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン セ ン タ ー
知 的 資 産 セ ン タ ー

国 際 連 携 機 構 国 際 連 携 本 部
国 際 教 育 セ ン タ ー
日 本 語 教 育 セ ン タ ー

図 書 館
博 物 館 黒 耀 石 研 究 セ ン タ ー
心 理 臨 床 セ ン タ ー
工 作 工 場
農 場

教 育 改 革 支 援 本 部
教育開発・支援センター
教育の情報化推進本部
情 報 基 盤 本 部
入 学 セ ン タ ー
広 報 戦 略 本 部 広 報 セ ン タ ー
リ バ テ ィ ア カ デ ミ ー
秋 葉 原ｻ ﾃﾗｲﾄ ｷｬ ﾝﾊ ﾟｽ
就 職 キ ャ リ ア 支 援 セ ン タ ー

ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー
法 制 研 究 所

国 家 試 験 指 導 セ ン タ ー 経 理 研 究 所
行 政 研 究 所

大 学 史 資 料 セ ン タ ー

明 治 高 等 学 校 （普通科：全日制課程）

明 治 中 学 校

（学則第64条に基づく付属機関）

（規程等に定める組織）

学
校
法
人
明
治
大
学

明 治 大 学

大 学 院

農 学 部

法 学 研 究 科

社 会 連 携 促 進 知 財 本 部

政 治 経 済 学 研 究 科

農 学 研 究 科

文 学 研 究 科
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法人・事務組織図（2010年3月31日現在）

教 学 企 画 部 教 学 企 画 事 務 室

グローバルＣＯＥ推進事務室

教 務 事 務 部 教 務 事 務 室

和 泉 教 務 事 務 室

大 学 院 事 務 室

専 門 職 大 学 院 事 務 室

法 学 部 事 務 室

商 学 部 事 務 室

政 治 経 済 学 部 事 務 室

文 学 部 事 務 室

理 工 学 部 事 務 室

農 学 部 事 務 室

経 営 学 部 事 務 室

情報コミュニケーション学部事務室

国 際 日 本 学 部 事 務 室

資 格 課 程 事 務 室

明 治 大 学 教 育 支 援 部 入 学 セ ン タ ー 事 務 室

父 母 会 事 務 室

国家試験指導センター事務室

ユビキタス教育推進事務室

研 究 推 進 部 研 究 知 財 事 務 室

生 田 研 究 知 財 事 務 室

学 生 支 援 部 学 生 支 援 事 務 室

和 泉 学 生 支 援 事 務 室

生 田 学 生 支 援 事 務 室

ス ポ ー ツ 振 興 事 務 室

学 生 相 談 事 務 室

就職キャリア支援部 就職キャリア支援事務室

生田就職キャリア支援事務室

国 際 連 携 部 国 際 連 携 事 務 室

国 際 教 育 事 務 室

情 報 メ デ ィ ア 部 シ ス テ ム 企 画 事 務 室

メ デ ィ ア 支 援 事 務 室

和泉メディア支援事務室

生田メディア支援事務室

学術・社会連携部 図 書 館 総 務 事 務 室

中 央 図 書 館 事 務 室

和 泉 図 書 館 事 務 室

生 田 図 書 館 事 務 室

博 物 館 事 務 室

社 会 連 携 事 務 室

経 営 企 画 部 企 画 課

広 報 課

校 友 課

総 務 課

総 務 部 人 事 課

和 泉 キ ャ ン パ ス 課

生 田 キ ャ ン パ ス 課

調 達 部 調 達 課

施 設 課

財 務 部 財 務 課

資 産 管 理 課

明 治 高 等 学 校

高等学校・中学校事務室

明 治 中 学 校

監 査 室

中野キャンパス推進室 ※１

※1中野キャンパス推進室は，中野キャンパスの整備が完了するまでの間，設置する。

評
議
員
会

監
事

理
事
会

調

査

役
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４　設置学校の入学定員・収容定員・学生数（2009年5月1日現在）

(1)　学部
学部 学科 入学定員 収容定員 学生数

法律学科 900 3,600 3,937

計 900 3,600 3,937

商学科 1,020 4,080 4,435

商学部 産業経営学科 － － －

計 1,020 4,080 4,435

政治学科 260 1,040 1,141

経済学科 660 2,640 3,107

地域行政学科 150 600 719

計 1,070 4,280 4,967

文学科 400 1,600 1,998

史学地理学科 245 980 1,207

心理社会学科 75 300 379

計 720 2,880 3,584

電気電子生命学科 220 660 677

電気電子工学科 － 110 164

電子通信工学科 － 110 138

機械工学科 120 480 551

機械情報工学科 120 480 551

建築学科 140 560 622

応用化学科 110 440 582

情報科学科 105 420 499

数学科 55 220 259

物理学科 55 220 268

計 925 3,700 4,311

農学科 130 520 612

食料環境政策学科 130 520 640

農芸化学科 130 520 586

生命科学科 130 520 602

計 520 2,080 2,440

経営学科 380 1,520 1,841

会計学科 170 680 693

公共経営学科 100 400 466

計 650 2,600 3,000
情報コミュニケーション学科 400 1,600 1,840

計 400 1,600 1,840

国際日本学科 300 600 714

計 300 600 714

6,505 25,420 29,228

法律学科 － － 10

計 － － 10

商学科 － － 8

商学部（二部） 産業経営学科 － － －

計 － － 8

政治学科 － － 8

政治経済学部（二部） 経済学科 － － 11

計 － － 19

文学科 － － 6

文学部（二部） 史学地理学科 － － 7

計 － － 13

－ － 50

6,505 25,420 29,278

法学部

政治経済学部

文学部

理工学部

合計

農学部

総計

※　入学定員は2008年度入学定員，収容定員は2004年度から付した入学定員の合計
※　商学部産業経営学科（一部・二部）は2001年4月学生募集停止
　　情報コミュニケーション学部は2004年4月設置
　　二部各学部は2004年4月学生募集停止
　　理工学部電気電子生命学科は2007年4月設置
    理工学部電気電子工学科,電子通信工学科は2007年4月募集停止
　　農学部食料環境政策学科は2008年4月農業経済学科より名称変更
　　国際日本学部は2008年4月設置。

経営学部

情報コミュニケーション学部

法学部（二部）

合計

国際日本学部
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(2)　大学院

入学定員 収容定員 学生数 入学定員 収容定員 学生数

公法学専攻 25 50 30 6 18 16 46

法学研究科 民事法学専攻 25 50 24 6 18 13 37

計 50 100 54 12 36 29 83

商学専攻 35 70 53 6 18 35 88

計 35 70 53 6 18 35 88

政治学専攻 25 50 31 5 15 28 59

政治経済学研究科 経済学専攻 35 70 36 7 21 11 47

計 60 120 67 12 36 39 106

経営学専攻 40 80 90 8 24 25 115

計 40 80 90 8 24 25 115

日本文学専攻 6 12 27 2 6 30 57

英文学専攻 6 12 13 2 6 2 15

仏文学専攻 6 12 12 2 6 10 22

独文学専攻 6 12 9 2 6 2 11

文学研究科 演劇学専攻 6 12 8 1 3 2 10

史学専攻 25 50 51 6 18 57 108

地理学専攻 5 10 4 2 6 6 10

臨床人間学専攻 14 28 23 4 12 7 30

計 74 148 147 21 63 116 263

電気工学専攻 75 150 143 6 18 11 154

機械工学専攻 77 154 136 7 21 7 143

建築学専攻 56 112 80 5 15 4 84

応用化学専攻 35 70 91 5 15 9 100

基礎理工学専攻 61 122 93 10 30 20 113

新領域創造専攻 50 100 57 － － － 57

計 354 708 600 33 99 51 651

農芸化学専攻 26 52 50 2 6 2 52

農学専攻 20 40 38 2 6 7 45

農学研究科 農業経済学専攻 8 16 10 2 6 3 13

生命科学専攻 26 52 71 2 6 3 74

計 80 160 169 8 24 15 184
情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻 25 50 20 － － － 20

計 25 50 20 － － － 20
教養デザイン専攻 20 40 21 － － － 21

計 20 40 21 － － － 21

738 1,476 1,221 100 300 310 1,531

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ専攻 50 100 100 － － － 100

計 50 100 100 － － － 100
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ専攻 80 160 166 － － － 166

計 80 160 166 － － － 166

会計専門職専攻 80 160 173 － － － 173

計 80 160 173 － － － 173

法務専攻 200 600 485 － － － 485

計 200 600 485 － － － 485

410 1,020 924 － － － 924

1,148 2,496 2,145 100 300 310 2,455

博士後期課程
学生数計

博士前期課程・修士課程・専門職学位課程

総計

研究科 専攻

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ研究科

法科大学院法務研究科

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ研究科

商学研究科

合計

※　入学定員は2008年度入学定員
※　収容定員は修了年限により2005年度又は2006年度から付された入学定員の合計
※　文学研究科臨床人間学専攻は修士課程から博士前期課程に,ガバナンス研究科は修士課程から
　　専門職学位課程に2007年4月課程変更
※　文学研究科臨床人間学専攻博士後期課程は2007年度4月設置
※　情報コミュニケーション研究科・教養デザイン研究科修士課程は2008年度4月設置
※　理工学研究科新領域創造専攻修士課程は2008年度4月設置

経営学研究科

理工学研究科

合計

会計専門職研究科

教養デザイン研究科

情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究科
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課程 収容定員 生徒数
高等学校（全日制普通科） 750 777
中学校 450 496

計 1,200 1,273

(4)　学生・生徒数集計表
学部学生数
大学院学生数
高等学校・中学校生徒数

計

(5)　図書館概要（2010年3月31日現在）
①　蔵書数

中央図書館 和泉図書館 生田図書館 生田保存書庫 博物館図書室 全　　館
1,176,660 342,891 406,742 339,063 91,839 2,357,195

762,171 283,312 247,707 149,990 90,894 1,534,074
414,489 59,579 159,035 189,073 945 823,121
10,867 1,684 6,104 5,136 2,811 26,602
8,102 1,189 3,631 3,143 2,761 18,826
2,765 495 2,473 1,993 50 7,776
1,095 109 1,204

16 16
474 474

②　2009年度図書受入数 （単位：冊）

中央図書館 和泉図書館 生田図書館 生田保存書庫博物館図書室 全　　館
23,218 9,013 11,109 3,969 13,817 61,126
16,390 7,116 5,700 58 13,567 42,831
6,828 1,897 5,409 3,911 250 18,295

和 8,832 6,787 4,527 9 217 20,372
洋 3,794 1,657 1,603 1 0 7,055
和 3,374 63 352 0 2,753 6,542
洋 593 15 29 3,003 10 3,650
和 4,184 266 821 49 10,597 15,917
洋 2,441 225 3,777 907 240 7,590

※その他は，製本雑誌など

③　2009年度雑誌受入種数 　 　 （単位：種類）

中央図書館 和泉図書館 生田図書館 生田保存書庫博物館図書室 全　　館
4,219 554 2,105 18 2,835 9,731
3,226 397 1,548 13 2,834 8,018

993 157 557 5 1 1,713
和 818 281 336 12 98 1,545
洋 881 145 441 1 1 1,469
和 2,408 116 1,212 1 2,736 6,473
洋 112 12 116 4 0 244

電子ｼﾞｬｰﾅﾙ種類

寄贈

寄贈

その他

和
洋

購入

250
入学定員

(3)　付属高等学校・中学校

学位論文

雑誌

150
400

29,278

図書

科研費報告書

（単位：図書は冊，雑誌は種類）

洋

和
洋

全所蔵数

全所蔵数

2,455
1,273

33,006

和

その他（蔵書数の内数）

44

雑誌受入種数

総受入種数

図書受入冊数

総受入冊数

和
洋

購入

点字図書
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５　役員等（2010年3月31日現在）

　(1)　理事及び監事
　理事 理事長 長堀　守弘 監事 西﨑誠次郎
　理事 学長 納谷　美 監事 兒玉　圭司
　理事 経営企画担当 日髙　憲三 監事 熊﨑　勝彦
　理事 財務担当 橋口　隆二
　理事 学務担当 米山　勝美
　理事 総務担当 清水　秀夫
　理事 教務担当 土屋恵一郎
　理事 施設計画担当 市川　好和
　理事 小林　一光
　理事 村田　嘉一
　理事 中村　義幸

　(2)　顧問及び評議員
　顧問　　　８人
　評議員　７１人

６　教職員数（2009年5月1日現在）

　(1)　大学教員数
資格

所属

法学部 54 22 7 8 4 1 227 323 5 0 5

商学部 70 22 6 15 2 6 188 309 16 2 18

政治経済学部 68 20 13 4 2 2 123 232 12 0 12

文学部 77 18 8 30 1 2 362 498 26 2 28

理工学部 91 42 17 26 17 3 370 566 301 6 307

農学部 39 26 13 6 6 0 104 194 147 3 150

経営学部 47 8 6 8 2 4 139 214 13 0 13

情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 16 19 4 0 2 0 76 117 11 0 11

国際日本学部 18 6 2 0 16 3 27 72 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 125 31 156

7 0 0 0 1 3 25 36 0 2 2

9 3 0 0 3 4 45 64 0 0 0

7 1 1 0 2 2 11 24 0 0 0

35 2 0 0 15 1 15 68 1 1 2

0 0 0 0 6 0 0 6 0 0 0

0 0 0 0 5 0 0 5 0 0 0

538 189 77 97 84 31 1,712 2,728 657 47 704
※　学部と独立研究科の兼籍者は学部に算入

※　「その他」のＴＡ・ＲＡは教育の情報化推進本部，大学院各研究科，研究所等所属

　(2)　高等学校・中学校教員数 　(3)　職員数
資格 資格

所属 ｷｬﾝﾊﾟｽ

高等学校 37 23 60 駿河台 43 19 41 257 26 386

中学校 25 15 40 和　泉 1 5 9 38 5 58

62 38 100 生　田 2 5 3 44 3 57

調　布 1 0 1 5 1 8

計 47 29 54 344 35 509
※　嘱託職員を除く

※　農学部所属者は，生田校舎に参入

会計専門職研究科
法科大学院法務研究科

合計

副参事
(管理職)

研究知財戦略機構
大学院

書記

計
特　任
教授等 ＲＡ

特別招
聘教授 ＴＡ

兼任
講師

教員
合計

専任
教授

専　任
准教授

専任
講師

専任
助手

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ研究科
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ研究科

計

計

教諭  参事
兼任
講師

計 書記補副参事
(一般職)
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７　関係する会社等(2009年7月1日現在)

　(1)　株式会社明大サポート
　　①　所在地 〒101-8301　東京都千代田区神田駿河台1-3-1

　　②　代表取締役社長 石原　道勝
　　③　設立年月日 1996年１月22日
　　④　従業員数 389人（他にアルバイト56人）
　　⑤　主な事業内容

　　⑥　資本金額

　(2)　株式会社エデュース（法人が出資している株式会社）
　　①　所在地 〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台3-11-5

　　②　代表取締役社長 松本　雄一郎
　　③　設立年月日 2002年３月11日
　　④　従業員数 54人
　　⑤　主な事業内容

　　⑥　資本金額 440,000千円

明治大学大学会館内

生保・損保代理店業務，受付・案内業務，駐車場管
理業務，飲料等自動販売機管理業務，公開講座管
理・運営業務，その他

コンピュータソフトウエアの開発・販売・保守等，
その他

（うち出資金額50,000千円・出資割合11.4％）

（うち出資金額74,250千円・出資割合74.25％）
100,000千円

中央大学駿河台記念館４階
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